
1 

（様式１－３） 

大槌町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和２年３月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 5 事業名 埋蔵文化財発掘調査事業 事業番号 A-4-1 

交付団体 町 事業実施主体（直接/間接） 町(直接) 

総交付対象事業費 60,000（千円） 全体事業費 87,349（千円） 

事業概要 

 本事業は、埋蔵文化財包蔵地における被災者の個人住宅、中小企業等の店舗・工場等建設などに伴う埋

蔵文化財の発掘調査、防災集団移転促進事業や区画整理事業などの公共復興事業に伴う埋蔵文化財の発掘

調査を迅速に行い早期の復興を推進するもの。 

 依然として住宅再建等は完了しておらず、引き続き平成 32 年度まで継続するものである。 

「発掘調査」・・・事前調査（分布・試掘・確認） → 本調査 → 整理等作業 → 調査報告書刊行 

【申請内容】 

 全体事業費の変更 （変更前）120,000 千円 → （変更後）87,349 千円 

【事業間流用による経費の変更】（平成 29 年 1 月 18 日） 

 平成 29年度の事業に必要な経費をA-1-1小中一貫教育校（小学校）整備事業より27,349千円（国費20,511

千円）を流用。これにより、総交付対象事業費は 60,000 千円（国費 45,000 千円）から 87,349 千円（国費

65,511 千円）に増額。 

  

当面の事業概要 

＜平成 24～32 年度＞ 

① 公共事業(復興交付金の基幹事業)に伴う発掘調査（H24～32） 

② 被災者の文化財包蔵地内への住宅等建設に伴う発掘調査（H24～32） 

  ③ 出土した遺物の整理作業（H26～32） 

  ④ 発掘調査報告書刊行（H29～32） 

 

東日本大震災の被害との関係 

防災集団移転促進事業や区画整理事業などの復興事業及び個人、中小企業等の事業が埋蔵文化財包蔵地

の範囲に含まれる又は隣接する場合、発掘調査等を実施する必要がある。 

発掘調査を迅速に行うことにより、事業者の負担を軽減するとともに早期の復興を推進するものである。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



（様式１－３） 

大槌町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和２年３月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 13 事業名 町道赤浜１号線整備事業 事業番号 D-1-7 

交付団体 大槌町 事業実施主体（直接/間接） 大槌町(直接) 

総交付対象事業費 398,685(千円) 全体事業費 633,168(千円) 

事業概要 

 

新たな団地造成等により車両や歩行者等の導線が変化することから、防集団地及び漁業集落団地といった面整備と

一体的に道路を整備する。 

赤浜地区の復興まちづくりは、防潮堤を被災前と同様の高さ（T.P.6.4ｍ）で復旧し、津波を視覚的に認知しやすく

海を望める居住エリアの創出を目指すこととし、安全な生活の場を確保するため高台移転を基本としている。 

 

【事業内容】 

1．道路延長 855.5ｍ 

2．道路幅員 7.0ｍ（一部区間 6.0m） 

【申請内容】 

 事業期間の変更 令和２年３月 ⇒ 令和２年９月 

【事業間流用による経費の変更】（平成 27 年 5 月 21 日） 

調査・設計の進捗により事業規模が確定し必要事業費が増額したため、不足分を D-1-5 町道赤浜 1 号線整備事業より

147,093 千円（国費 121,351 千円）流用。これにより、流用後交付対象事業費は 209,189 千円（国費 172,580 千円）か

ら 356,282 千円（国費 293,931 千円）に増額。 

【事業間流用による経費の変更】（平成 30 年 1 月 17 日） 

平成 30 年度の工事に必要な経費を D-1-2 都計道町方大ケ口線（仮称）大ケ口大橋整備事業より 87,390 千円（国費

72,096 千円）を流用。これにより流用後交付対象事業費は 545,778 円（国費 450,264 千円）から 633,168 千円（国費

522,360 千円）に増額。 

当面の事業概要 

＜平成 24 年度～28 年度＞ 測量・設計、用地取得、本体工事等 

＜平成 29 年度～30 年度＞ 本体工事 

＜令和元～２年度＞ 未買収地取得、未買収地工事 

＜完 了 予 定＞ 令和２年９月 

東日本大震災の被害との関係 

津波による浸水区域内であるものの、大槌町復興基本方針により非津波浸水区域として再生する土地区画整理事

業・防災集団移転促進事業等の面整備と一体的に道路整備を行う。 

【赤浜地区の被災状況】大槌町東日本大震災津波復興計画基本計画より 

1. 家屋等の被害状況 

全壊 230 棟、半壊 7棟、一部損壊 9棟 合計 246 棟 

2. 死亡者及び行方不明者数 

被災前人口：938 人、被災前世帯数：371 世帯、死亡者・行方不明者数：95 人 

関連する災害復旧事業の概要 

※関連する事業があれば記載願います。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



（様式１－３） 

大槌町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和２年３月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 17 事業名 大槌町災害公営住宅家賃低廉化事業 事業番号 D-5-1 

交付団体 大槌町 事業実施主体（直接/間接） 大槌町(直接) 

総交付対象事業費 1,082,650（千円） 全体事業費 2,408,402（千円） 

事業概要 

１ 災害公営住宅の整備方針 

東日本大震災により甚大な被害を受け、住宅を失った被災者の居住の安定を図るため、恒久的な住宅の供給を推進する必要 

がある。 

被災地との位置関係、交通条件や買い物等の生活環境などを総合的に考慮して整備位置を選定し、令和元年度（平成 31 年 

度）までに町営管理分 656 戸を供給する。 

 

２ 災害公営住宅家賃低廉化事業の概要 

(1) 近傍同種家賃に対して、入居者の収入に応じた低廉な家賃を設定し、災害公営住宅入居者の家賃負担の軽減を行う 

(2) 令和元年度及び令和２年度の入居見込数を想定し算出 

(3) 事業費算出については、別紙事業算出表のとおり 

(4) 年度別の交付金配分額及び事業実績額、今後の事業費見込額は下記のとおり 

● これまでの交付金配分額                                       （単位:千円） 

年度 
H24 

（第1回） 

H25 

(第 4回) 

H27 

(第 12 回) 

H28 

(第 14 回) 

H28 

(第 17 回) 

H29 

(第 17 回) 

H30 

(第 20 回) 

R1 

(第 23 回) 
合計 

事業費 11,300 73,400 186,896 292,189 63,209 455,656 589,356 282,226 1,954,232 

● これまでの事業費実績額                         （単位:千円） 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 合計 

事業費 34,570 117,749 157,599 276,778 335,523 500,957 1,423,176 

● 今後の事業費見込額          （単位:千円） 

年度 R１(H31) R２ 合計 

事業費 494,636 490,590 985,226 

※【R１】R１管理戸数 656 戸から、5/6 補助率分の 125 戸と補助対象外 24 戸及び空室 25戸を除いた、482 戸分を算定 

※【R２】R２管理戸数 656 戸から、5/6 補助率分の 161 戸と補助対象外 18 戸を除いた、477 戸分を算定 

 

３ 復興交付金第 26 回申請額 

  上記２を踏まえ、第 26 回交付金申請に不足分を、下記のとおり申請予定 

交付金配分額         補助金実績額       交付金配分残額 

事業費:1,954,232 千円 － 事業費:1,423,176 千円 ＝ 事業費:531,056 千円 

事業費見込額（R１～R２）      交付金配分残額     第 26 回申請額 

 事業費:985,226 千円  －  事業費: 531,056 千円 ＝ 事業費:454,170 千円 

 ※なお、上記の事業費見込みにより、全体事業費は 2,454,798 千円から 2,408,402 千円に減額となる。 

 

【事業間流用による経費の変更】（平成 30年 1月 17 日） 

平成 30年度の事業に必要な経費を D-13-1 がけ地近接等危険住宅移転事業より 589,356 千円（国費 515,686 千円）を流用。こ

れにより流用後交付対象事業費は 1,082,650 円（国費 947,317 千円）から 1,672,006 千円（国費 1,463,003 千円）に増額。 

【事業間流用による経費の変更】（平成 31年 1月 11 日） 

平成 31 年度の事業に必要な経費を D-4-9 町方地区災害公営住宅整備事業より 282,226 千円（国費 246,947 千円）を流用。こ

れにより流用後交付対象事業費は 1,672,006 千円（国費 1,463,003 千円）から 1,954,232 千円（国費 1,709,950 千円）に増額。 

【事業間流用による経費の変更】（令和２年 1月 10 日） 

令和２年度の事業に必要な経費を D-23-10 安渡地区防災集団移転促進事業より 204,170 千円（国費 178,648 千円）、D-23-11 吉

里吉里地区防災集団移転促進事業より 250,000 千円（国費 218,750 千円）を流用。これにより流用後交付対象事業費は 1,954,232

千円（国費 1,709,950 千円）から 2,408,402 千円（国費 2,107,348 千円）に増額。 

 

当面の事業概要 

＜平成 25年度～令和２年度＞  

家賃の低廉化に要する費用の総交付対象事業費 

事業内容：近傍同種家賃と入居者の収入に応じた低廉な家賃との差額分 

 



東日本大震災の被害との関係 

大槌町は、被災地の中でも特に町民の住居家屋が大きく被害を受けており、早急な災害公営住宅整備と、入居被災者の経済的

負担の軽減を図る必要がある。 

（人的・居住関連の被害状況）＊死者数 802 人 行方不明者 505 人 全壊 3,717 棟 一部損壊 161 棟 

（応急仮設住宅の入居状況：計画策定時）＊団地の数 48 団地 戸数 2,106 戸 2,080 世帯 4,769 人 

(参考）人的被災率 1位、家屋被災率 2位 

関連する災害復旧事業の概要 

※関連する事業があれば記載願います。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 



（様式１－３） 

大槌町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和２年３月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 18 事業名 大槌町東日本大震災特別家賃低減事業 事業番号 D-6-1 

交付団体 町 事業実施主体（直接/間接） 町(直接) 

総交付対象事業費 141,101（千円） 全体事業費 328,240（千円） 

事業概要 

１ 災害公営住宅の整備方針 

東日本大震災により甚大な被害を受け、住宅を失った被災者の居住の安定を図るため、恒久的な住宅の供給を推進 

する必要がある。 

被災地との位置関係、交通条件や買い物等の生活環境などを総合的に考慮して整備位置を選定し、令和元年度（平 

成 31 年度）に町営分 656 戸を供給する。災害公営住宅の整備は、平成 31年度で終了予定。 

 

２ 災害公営住宅家賃低廉化事業の概要 

(1) 本事業は、東日本大震災の甚大な被害に鑑み、町が特に住宅に困窮する低額所得者について災害公営住宅の家賃を

低減する場合に要する経費の一部を当分の間補助することにより、町の財政的負担の軽減と、入居被災者の経済的負

担の軽減を図るもの。 

(2) 令和元年度及び令和２年度の入居見込数を想定し算出 

(3) 事業費算出については、別紙事業算出表のとおり 

(4) 交付金配分額及び事業実績額、今後の事業費見込額は下記のとおり 

● これまでの交付金配分額                               （単位:千円） 

年度 
H24 

（第1回） 

H27 

(第 12 回) 

H28 

(第 14 回) 

H28 

(第 17 回) 

H30 

(第 20 回) 

R1 

(第 23 回) 
合計 

事業費 2,000 30,890 52,555 55,656 92,474 42,329 275,904 

● これまでの事業費実績額                                （単位:千円） 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 合計 

事業費 6,058 20,106 22,819 33,999 42,914 68,129 194,025 

● 今後の事業費見込額           （単位:千円） 

年度 R１(H31) R２ 合計 

事業費 68,188 66,027 134,215 

※【R１】656 戸管理の内、補助対象外 152 戸と空室 35戸を引いた 469 戸分を算出 

※【R２】656 戸管理の内、補助対象外 152 戸と空室 35戸を引いた 469 戸分を算出 

 

３ 復興交付金第 26 回申請額 

  上記２を踏まえ、第 26 回交付金申請に不足分を、下記のとおり申請予定 

交付金配分額         補助金実績額          交付金配分残額 

事業費: 275,904 千円 － 事業費: 194,025 千円  ＝ 事業費:81,879 千円 

事業費見込額（Ｒ1～Ｒ2）       交付金配分残額      第 26 回申請額 

 事業費: 134,215 千円   －  事業費: 81,879 千円 ＝ 事業費:52,336 千円 

※なお、上記の事業費見込みにより、全体事業費は 356,545 千円から 328,240 千円に減額となる。 

 

【事業間流用による経費の変更】（平成 30年 1月 17 日） 

平成 30年度の工事に必要な経費を D-13-1 がけ地近接等危険住宅移転事業より 92,474 千円（国費 69,355 千円）を流用。

これにより流用後交付対象事業費は 141,101 円（国費 105,825 千円）から 233,575 千円（国費 175,180 千円）に増額。 

【事業間流用による経費の変更】（平成 31年 1月 11 日） 

平成 31 年度の事業に必要な経費を D-4-9 町方地区災害公営住宅整備事業より 42,329 千円（国費 31,746 千円）を流用。

これにより流用後交付対象事業費は 233,575 千円（国費 175,180 千円）から 275,904 千円（国費 206,926 千円）に増額。 

【事業間流用による経費の変更】（令和２年 1月 10 日） 

令和元年度の事業に必要な経費を D-17-13 吉里吉里地区震災復興土地区画整理事業（都市再生区画整理事業）より

52,336千円（国費39,252千円）を流用。これにより流用後交付対象事業費は275,904千円（国費206,926千円）から328,240

千円（国費 246,178 千円）に増額。 

当面の事業概要 

＜平成 25年度～令和２年度＞ 

家賃の低減化に要する費用の総交付対象事業費 

事業内容：収入分位置Ⅰ未満の低額所得者の入居者に対し各階層に定められた額を低減 



東日本大震災の被害との関係 

大槌町は、被災地の中でも特に町民の住居家屋が大きく被害を受けており、早急な災害公営住宅整備と入居被災者の経

済的負担の軽減を図る必要がある。 

（人的・居住関連の被害状況）＊死者数 802 人 行方不明者 505 人 全壊 3,717 棟 一部損壊 161 棟 

（応急仮設住宅の入居状況：計画策定時）＊団地の数 48 団地 戸数 2,106 戸 2,080 世帯 4,769 人 

（参考）人的被災率 1位、家屋被災率 2位 

関連する災害復旧事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 
 



 

（様式１－３） 

大槌町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 
令和２年３月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 76 事業名 安渡地区防災集団移転促進事業 事業番号 D-23-10 

交付団体 大槌町 事業実施主体（直接／間接） 大槌町（直接） 

総交付対象事業費 6,096,113(千円) 全体事業費 6,467,713(千円) 

事業概要 

被害のあった低地部を移転促進区域に設定（H25.3災害危険区域に指定）し、本事業により、区域内482戸の宅地等の買収、集

団移転先宅地65戸分の面整備を行う。 

安渡地区は、防災集団移転促進事業等による新たな造成団地と既存宅地に繋がりを持たせるよう、コンパクトで一体感のある市

街地を構築し、低地部は沿道サービスに寄与する事業所や水産加工施設等、産業エリアとしての整備を進めることとしている。 

【法手続の経緯】 

 ・H24.09.24 防災集団移転促進事業計画の国交大臣同意 

 ・H27.06.11 防災集団移転促進事業計画の国交大臣同意（第4回変更）※大槌町全地区を統合 

 ・H29.03.31 防災集団移転促進事業計画の国交大臣同意（第7回変更） 

【事業内容】 

・移転促進区域 112,380㎡ → 136,498㎡ 

・移転対象戸数 482戸 

・全体計画面積 45,480㎡ → 39,999㎡ 

・宅地計画戸数 65戸 

【申請内容】 

 ・事業期間の延伸 平成29年度 → 平成32年度 

 ・全体事業費の変更 6,679,214千円 → 6,671,883千円（-7,331千円） 

  ①補償・移設費の増額（補償物件の追加に伴う補償費の増加） 
  ②マネジメント経費・マネジメントフィーの減額 
  ③事業管理費（管理CMR経費）の減額 
 ・平成30年度の工事等に必要な経費525,504千円の配分。（6,671,883千円-既配分額6,146,379千円：流用額含む） 
 
【事業間流用による経費の変更】（平成27年5月21日、平成29年10月11日） 

調査・設計の進捗、住民意向調査等により事業規模が確定し必要事業費が増額したため、不足分をＤ-23-1 安渡地区防災集団移

転促進事業計画案作成事業より50,266千円（国費43,982千円）流用。これにより、交付対象事業費は4,639,854千円（国費4,059,872

千円）から4,690,120千円（国費4,101,854千円）に増額。 

【事業間流用による経費の変更】（平成30年1月17日） 

平成30年度の工事に必要な経費をF-2市街地復興効果促進事業より525,504千円（国費459,816千円）を流用。これにより流

用後交付対象事業費は6,146,379円（国費5,378,080千円）から6,671,883千円（国費5,837,896千円）に増額。 

【事業間流用による経費の変更】（令和２年1月10日） 

本事業の精査により、D-5-1大槌町災害公営住宅家賃低廉化事業へ204,170千円（国費178,648千円）を流用。これにより流用

後交付対象事業費は6,671,883千円（国費5,837,896千円）から6,467,713千円（国費5,659,248千円）に減額。 

 

当面の事業概要 

＜平成24年度～29年度＞ 用地取得、補償、測量、調査、設計、工事施工 

＜平成30年度＞ 用地取得、補償、測量（確定測量） 

＜完 了 予 定＞ 平成30年3月→平成33年3月 

 

東日本大震災の被害との関係 

津波により低地部の大半が家屋流出等の被害を受けたことから、地区内で被災を免れた集落より高台へ移転させ、津波による被

害を防止する。 

【安渡地区の被災状況】大槌町東日本大震災津波復興計画基本計画より 

1. 家屋等の被害状況 

全壊535棟、半壊23棟、一部損壊4棟 合計562棟 

2. 死亡者及び行方不明者数 

被災前人口：1,943人、被災前世帯数：824世帯、死亡者・行方不明者数：218人 

 

関連する災害復旧事業の概要 

※関連する事業があれば記載願います。 

 

 
 



 
 
※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

直接交付先  

基幹事業との関連性 

 

 



（様式１－３） 

大槌町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和２年３月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 77 事業名 吉里吉里地区防災集団移転促進事業 事業番号 D-23-11 

交付団体 大槌町 事業実施主体（直接/間接） 大槌町(直接) 

総交付対象事業費 5,054,643(千円) 全体事業費 5,477,196(千円) 

事業概要 

 

被害のあった低地部を移転促進区域に設定（H25.3 災害区域に指定）し、本事業により、区域内 177 戸の宅地等の買

収、集団移転先宅地 66 戸分の面整備を行う。 

吉里吉里地区は、被災前の地区中心部を残すために、防潮堤、水門を整備するほか、国道 45 号の内側に幹線道路を

整備し、その内側を土地区画整理事業により嵩上げし、住宅のほか商業施設を含む市街地を構築する。防潮堤整備後

も浸水の危険がある沿岸部は高台移転を基本とする。 

 

【法手続の経緯】 

・H24.09.24 防災集団移転促進事業計画の国交大臣同意 

 ・H27.06.11 防災集団移転促進事業計画の国交大臣同意（第 4 回変更）※大槌町全地区を統合 

 ・H28.06.17 防災集団移転促進事業計画の国交大臣同意（第 6 回変更） 

【事業内容】 

 ・移転促進区域 79,454 ㎡→83,399 ㎡ 

 ・移転対象戸数 177 戸 

 ・全体計画面積 29,959 ㎡→36,152 ㎡ 

 ・宅地計画戸数 66 戸 

【申請内容】 

・全体事業費の変更 5,054,643 千円 → 5,727,196 千円（＋672,553 千円） 

・確定測量費の実績精算に伴う増額申請。 

・諸経費見直しによる増額申請（既配分額 5,054,643 千円） 

【事業間流用による経費の変更】（平成 27 年 5 月 21 日） 

調査・設計の進捗、住民意向調査等により事業規模が確定し必要事業費が増額したため、不足分をＤ-23-3 吉里吉里

地区防災集団移転促進事業計画案作成事業より 52,379 千円（国費 39,284 千円）流用。 

【事業間流用による経費の変更】（令和２年 1月 10 日） 

本事業の精査により、D-5-1 大槌町災害公営住宅家賃低廉化事業へ 250,000 千円（国費 218,750 千円）を流用。これ

により流用後交付対象事業費は 5,727,196 千円（国費 5,011,294 千円）から 5,477,196 千円（国費 4,792,544 千円）

に減額。 

【事業を以下のとおり区分して実施】 

事業種類（細目） 
各年度の総事業費 事業間 

流用額 
全体事業費 

Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 

宅地及び農地の買

い取り事業（Ⅰ期）  

(23,895) (149,848) (52,360) 
   

(226,103) 

27,309 171,255 59,840 
   

258,404 

測量設計費ほか 
 

(167,730) (1,054,764) (589,890) (1,827,014) (1,099,963) (39,284) (4,778,645) 

191,691 1,205,445 674,160 2,088,016 1,257,101 52,379 5,468,792 

計 
 

(191,625) (1,204,612) (642,250) (1,827,014) (1,099,963) (39,284) (5,004,748) 

219,000 1,376,700 734,000 2,088,016 1,257,101 52,379 5,727,196 

※交付金交付額を上段に括弧書きし、交付対象事業費を下段に記載。 

【復興計画等への位置づけ】 

 大槌町東日本大震災津波復興計画 基本計画 第 4章 地域別まちづくりの方向性（吉里吉里地域） 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください。 



当面の事業概要 

＜平成 24 年度～27 年度＞ 用地買収、造成工事、宅地引渡（A,B,C,E,F 団地） 

＜平成 28 年度＞ 用地買収（移転元）、造成工事、宅地引渡（D団地） 

＜完 了 予 定＞ 平成 33年 3月 

東日本大震災の被害との関係 

津波により低地部の大半が家屋流出等の被害を受けたことから、地区内で被災を免れた集落より高台へ移転させ、

津波による被害を防止する。 

【吉里吉里地区の被災状況】大槌町東日本大震災津波復興計画基本計画より 

1. 家屋等の被害状況 

全壊 355 棟、半壊 45 棟、一部損壊 24棟 合計 424 棟 

2. 死亡者及び行方不明者数 

被災前人口：2,475 人、被災前世帯数：954 世帯、死亡者・行方不明者数：100 人 

関連する災害復旧事業の概要 

※関連する事業があれば記載願います。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 
 



（様式１－３） 

大槌町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和２年３月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 83 事業名 吉里吉里地区漁業集落防災機能強化事業（直接補助分） 事業番号 C-5-5 

交付団体 大槌町 事業実施主体（直接/間接） 大槌町(直接) 

総交付対象事業費 2,703,771（千円） 全体事業費 2,748,015（千円） 

事業概要 

本事業は、吉里吉里地区の住宅地整備と災害公営住宅や公共施設等の整備に併せて、排水施設（汚水、雨水等）の

整備を行うもの（被災前に漁業集落排水事業の実施地区）。 

吉里吉里地区は、被災前の地区中心部を残すために、防潮堤、水門を整備するほか、防災集団移転促進事業による

高台移転、被災エリアでは土地区画整理事業により嵩上げを行い、住宅地のほか商業施設を含む市街地を構築するこ

ととしている。 

【事業内容】  

 1.汚水路延長： L=4,953m 

 2.雨水路延長： L=1,695m 

【申請内容】  

・全体事業費 (変更前)2,846,522 千円→（変更後）2,748,015 千円 

・事業期間の変更 令和２年３月 ⇒ 令和２年６月 

【復興計画等への位置づけ】 

 大槌町東日本大震災津波復興計画 基本計画 第 4章 地域別まちづくりの方向性（吉里吉里地域） 

【事業間流用による経費の変更】（平成 30 年 1 月 17 日） 

平成 30 年度の工事に必要な経費を C-2-1（仮称）沿岸営農拠点センター建設事業より 16,896 千円（国費 12,672 千

円）、C-7-1 水産業共同利用施設復興整備事業（市町村設置タイプ）より 27,348 千円（国費 20,511 千円）を流用。こ

れにより流用後交付対象事業費は 2,703,771 円（国費 2,027,827 千円）から 2,748,015 円（国費 2,061,010 千円）に

増額。 

当面の事業概要 

＜平成 24 年度～28 年度＞ 排水施設等設計、汚水施設調査設計、地質調査、漁業集落排水施設設計および排水施設（雨

水・汚水）工事 

＜平成 29 年度＞ 排水施設（雨水・汚水）工事 

＜完 了 予 定＞  令和２年６月 

東日本大震災の被害との関係 

津波により甚大な被害を受けた吉里吉里地区においては、復興基本方針に基づき、非浸水区域として区画整理事業・

防災集団移転事業等による宅地造成及び災害公営住宅等の公共施設の建設が実施されている。 

生活環境の向上を図るために、汚水及び雨水管渠の整備により下水道処理を適正化する。 

【吉里吉里地区の被災状況】大槌町東日本大震災津波復興計画基本計画より 

1. 家屋等の被害状況 

全壊 355 棟、半壊 45 棟、一部損壊 24棟 合計 424 棟 

2. 死亡者及び行方不明者数 

被災前人口：2,475 人、被災前世帯数：954 世帯、死亡者・行方不明者数：100 人 

関連する災害復旧事業の概要 

※関連する事業があれば記載願います。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



（様式１－３）  

大槌町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和２年３月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 97 事業名 吉里吉里地区震災復興土地区画整理事業（都市再生区画整理事業） 事業番号 D-17-13 

交付団体 大槌町 事業実施主体（直接／間接） 大槌町（直接） 

総交付対象事業費 3,032,320(千円) 全体事業費 3,460,158(千円) 

事業概要 

本事業により、津波被害のあった低地部を最大 8.7ｍ嵩上げし、計画面積 9.1ha の面整備を行う。 

吉里吉里地区は、被災前の地区中心部を残すために、防潮堤、水門を整備するほか、防災集団移転促進事業による

高台移転、被災エリアでは土地区画整理事業により嵩上げを行い、住宅地のほか商業施設を含む市街地を構築するこ

ととしている。 

【法手続の経緯】 

<都市計画決定> 

・平成 24 年 9 月 28 日 都市計画の決定（当初）  計画区域 8.4ha 

・平成 27 年 8 月 19 日  都市計画の変更（第 2回） 計画区域 9.1ha 

 <事業計画認可> 

・平成 25 年 03 月 07 日 事業計画の認可（当初） 

・平成 27 年 11 月 24 日 事業計画の変更（第 3回） 施行区域・区画道路・緑地等の変更 

【事業内容】 

1.計画人口：550 人      2.計画戸数：216 戸※うち災害公営住宅 22 戸 

3.全体計画面積：91,136 ㎡  4.盛土高 最大 8.7m 

【申請内容】 

平成 28 年度の工事等に必要な経費 768,751 千円の配分（既配分額 2,743,743 千円） 

【事業間流用による経費の変更】（平成 27 年 5 月 21 日） 

調査・設計の進捗、住民意向調査等により事業規模が確定し必要事業費が増額したため、不足分をＤ-17-4 吉里吉里

地区都市再生区画整理事業（都市再生事業計画案作成事業）より 126,174 千円（国費 94,630 千円）、Ｄ-17-12 吉里吉

里地区都市再生区画整理事業（緊急防災空地整備事業）より 354,000 千円（国費 265,500 千円）の計 480,174 千円   

（国費 360,130 千円）を事業間流用する。 

【事業間流用による経費の変更】（令和２年 1月 10 日） 

 本事業の精査により、D-6-1 大槌町東日本大震災特別家賃低減事業へ 52,336 千円（国費 39,252 千円）を流用。これ

により流用後交付対象事業費は 3,512,494 千円（国費 2,634,369 千円）から 3,460,158 千円（国費 2,595,117 千円）

に減額。 

【復興計画等への位置づけ】 

 大槌町東日本大震災津波復興計画 基本計画 第 4章 地域別まちづくりの方向性（吉里吉里地域） 

当面の事業概要 

＜平成 24 年度～平成 27 年度＞ 設計、用地取得、補償、盛土工事 

＜平成 28 年度～平成 29 年度＞ 盛土工事、公共施設整備（道路、水路、公園）、宅地造成、使用収益開始  

＜工事完了予定＞平成 29 年 9 月 

＜換地計画・換地処分＞平成 30 年 3 月 

東日本大震災の被害との関係 

 国道 45 号線沿から施行地区内のほぼ全ての家屋が流出するなど著しい被害を受けたことから、地盤の嵩上げや公共

施設の再編・充実による避難動線の確保、土地利用再編などにより、津波からの安全性が高い町の再生を図る。 

【吉里吉里地区の被災状況】大槌町東日本大震災津波復興計画基本計画より 

1. 家屋等の被害状況 

全壊 355 棟、半壊 45 棟、一部損壊 24棟 合計 424 棟 

2. 死亡者及び行方不明者数 

被災前人口：2,475 人、被災前世帯数：954 世帯、死亡者・行方不明者数：100 人 

関連する災害復旧事業の概要 

※関連する事業があれば記載願います。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

直接交付先  

基幹事業との関連性 

 

 



（様式１－３） 

大槌町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和２年３月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 114 事業名 安渡地区津波復興拠点整備事業 事業番号 D-15-2 

交付団体 大槌町 事業実施主体（直接/間接） 大槌町（直接） 

総交付対象事業費 4,413,216（千円） 全体事業費 4,957,460（千円） 

事業概要 

本事業は、安渡地区において、災害時の拠点となる公共施設に加え、地域の復興支援を目的とした産業団地の用地

を取得・造成するとともに、避難施設等の用地整備を行う。 

【拠点区域】・・・・・・約 19.9ha（全体計画 約 19.9ha） 

特定業務施設（約 10.4ha）、公益的施設（約 1.0ha）、公共施設（約 8.5ha） 

  用地買収面積：約 34,505 ㎡ 

【法手続の経緯】 

 <都市計画決定>                 <事業計画認可> 

 ・平成 25 年 7 月 31 日（計画区域面積 18.7ha）   ・平成 25 年 10 月 11 日 

・平成 26 年 10 月 9 日（計画区域面積 19.6ha）   ・平成 28 年 2 月 2 日（第 1 回変更） 

 ・平成 29 年 11 月 28 日（計画区域面積 19.6ha）   ・平成 29年 12 月 22 日（第 2回変更） 

 ・平成 31 年 3 月変更予定（計画区域面積 19.9ha）  ・平成 31 年 3 月変更予定（第 3回変更） 

【申請内容】 

 ・全体事業費の変更 （変更前）5,071,649 千円 → （変更後）4,957,460 千円 

【事業間流用による経費の変更】（平成 29 年 1 月 19 日） 

平成 29 年度の工事に必要な経費をＤ-15-1 津波復興拠点整備事業（計画案作成事業）より 50,501 千円（国費 37,875

千円）流用。これにより、流用後交付対象事業費は 2,437,843 千円（国費 1,828,380 千円）から 2,488,344 千円（国

費 1,866,255 千円）に増額。 

【事業間流用による経費の変更】（平成 31 年 1 月 11 日） 

平成 31 年度の工事に必要な経費を D-4-1 大ケ口災害公営住宅整備事業より 38,661 千円（国費 28,996 千円）、D-4-2

屋敷前災害公営住宅整備事業より 18,625 千円（国費 13,969 千円）、D-4-6 大ケ口二丁目地区災害公営住宅整備事業よ

り 81,663 千円（国費 61,247 千円）、D-4-7 柾内地区災害公営住宅整備事業より 68,158 千円（国費 51,118 千円）、D-4-9

町方地区災害公営住宅整備事業より 61,437 千円（国費 46,078 千円）、D-4-13 寺野地区災害公営住宅整備事業より

165,464 千円（国費 124,098 千円）、D-4-14 安渡地区災害公営住宅整備事業より 29,655 千円（国費 22,241 千円）、Ｄ

-21-4 赤浜地区下水道事業より 30,080 千円（国費 22,560 千円）流用。これにより、流用後交付対象事業費は 4,463,717

千円（国費 3,347,784 千円）から 4,957,460 千円（国費 3,718,091 千円）に増額。 

当面の事業概要 

＜平成 25 年度＞  測量設計、用地買収 

＜平成 26 年度＞  測量設計、用地買収、造成等工事、津波防災拠点施設整備 

＜平成 27 年度＞  測量設計、用地買収、造成等工事、津波防災拠点施設整備 

＜平成 28 年度＞   測量設計、用地買収、造成等工事、津波防災拠点施設整備 

＜平成 29 年度＞  測量設計、用地買収、造成等工事、津波防災拠点施設整備 

＜平成 30 年度～＞ 測量設計、用地買収、造成等工事、津波防災拠点施設整備 

＜完了予定＞    平成 33 年 3 月 

東日本大震災の被害との関係 

大槌町は東日本大震災において、沿岸の公共施設が津波による被害を受け、被災後直ちに行なわれるべき救援活動

等にも支障を来たした。このため、津波浸水シミュレーション結果から、浸水被害が生じない場所を基本に津波防災

拠点施設の整備が求められる。また、移転促進区域においても地域の復興に有効な用地の活用が望まれる。 

震災直後には避難施設として利用された旧安渡小学校が耐震性の問題から解体された。このため、津波防災拠点施

設を安全な高台に整備するもの。避難想定数を基準として面積を算定。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

※関連する事業があれば記載願います。 

効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  



事業名  

直接交付先  

基幹事業との関連性 

 

 



（様式１－３） 

大槌町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和２年３月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 129 事業名 大槌町災害公営住宅家賃低廉化事業（補助率変更） 事業番号 D-5-3 

交付団体 大槌町 事業実施主体（直接/間接） 大槌町(直接) 

総交付対象事業費 170,700（千円） 全体事業費 320,996（千円） 

事業概要 

１ 災害公営住宅の整備方針 

東日本大震災により甚大な被害を受け、住宅を失った被災者の居住の安定を図るため、恒久的な住宅の供給を推進

する必要がある。 

被災地との位置関係、交通条件や買い物等の生活環境などを総合的に考慮して整備位置を選定し、令和元年度（平 

成 31 年度）に町営分 656 戸を供給する。災害公営住宅の整備は、平成 31年度で終了予定。 

 

２ 災害公営住宅家賃低廉化事業の概要 

(1) 近傍同種家賃に対して、入居者の収入に応じた低廉な家賃を設定し、災害公営住宅入居者の家賃負担の軽減を行う 

(2) 令和元年度及び令和２年度の入居見込数を想定し算出 

(3) 事業費算出については、別紙事業算出表のとおり 

(4) 交付金配分額及び事業実績額、今後の事業費見込額は下記のとおり 

● これまでの交付金配分額 （単位:千円） 

年度 
H30 

(第 20 回) 
合計 

事業費 170,700 170,700 

● これまでの事業費実績額                                （単位:千円） 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 合計 

事業費 0 0 0 0 0 52,315 52,315 

● 今後の事業費見込額           （単位:千円） 

年度 R１(H31) R２ 合計 

事業費 112,224 156,457 268,681 

※【R１】R１管理戸数 656 戸の内、管理開始から５年を経過した対象住宅 161 戸から補助対象外 11 戸及び空室 10 戸を

除いた、140 戸分を算定 

※【R２】R２管理戸数 656 戸の内、管理開始から５年を経過した対象住宅 177 戸から補助対象外 13戸を除いた、164 戸

分を算定 

 

３ 復興交付金第 26 回申請額 

  上記２を踏まえ、第 26 回交付金申請に不足分を、下記のとおり申請予定 

交付金配分額       補助金実績額           交付金配分残額 

事業費:170,700 千円 －  事業費:52,315 千円   ＝  事業費:118,385 千円 

事業費見込額（Ｒ1～2）       交付金配分残額      第 26 回申請額 

 事業費:268,681 千円   －  事業費: 118,385 千円 ＝ 事業費:150,296 千円 

 ※なお、上記の事業費見込みにより、全体事業費は 632,273 千円から 320,996 千円に減額となる。 

 

【事業間流用による経費の変更】（令和２年 1月 10 日） 

令和２年度に必要な経費を F-2 市街地復興効果促進事業より 150,296 千円（国費 125,246 千円）を流用。

これにより流用後交付対象事業費は 170,700 円（国費 142,250 千円）から 320,996 千円（国費 267,496 千

円）に増額。 

 

当面の事業概要 

＜平成 25年度～令和 2年度＞  

家賃の低廉化に要する費用の総交付対象事業費 

事業内容：近傍同種家賃と入居者の収入に応じた低廉な家賃との差額分 

東日本大震災の被害との関係 

大槌町は、被災地の中でも特に町民の住居家屋が大きく被害を受けており、早急な災害公営住宅整備と、入居被災者

の経済的負担の軽減を図る必要がある。 

（人的・居住関連の被害状況）＊死者数 802 人 行方不明者 505 人 全壊 3,717 棟 一部損壊 161 棟 

（応急仮設住宅の入居状況：計画策定時）＊団地の数 48 団地 戸数 2,106 戸 2,080 世帯 4,769 人 

(参考）人的被災率 1位、家屋被災率 2位 



関連する災害復旧事業の概要 

※関連する事業があれば記載願います。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


